
１　届出までの流れ

２　特定事業施工時の義務

３　特定事業の完了

届出手続（10条）

Ⅰ　本条例における届出制度の概要

◇　特定事業の届出から事業終了までの大きな流れを以下に示しました。

土砂等の埋立て等を
行おうとする者

特定事業（一時堆積事業を含む）

に該当するか

事業区域に法令等の制約は
ないか。

届出制度の適用除外とされるも
のに該当するか

【適用除外（１０条ただし書き各号）】

①国、地方公共団体その他規則で定める公共的団体が行うもの

②採石法、砂利採取法等の許認可等を受けた採取場から採取された土砂等を販売

するために一時的に土砂等の堆積を行うもの

③採石法又は砂利採取法の認可を受けた採取計画に従って行うもの

④土壌汚染対策法の指定区域内で行うもの

⑤非常災害のために必要な応急措置として行うもの

土砂等の埋立て等：土砂等（土砂及びこれに混入し、又は吸着した物）による土地の

埋立て、盛土その他の土地への堆積（製品の製造又は加工のため

の原材料のた堆積を除く）を行う行為

特定事業 ：土砂等の埋立て等に供する区域の面積が3,000㎡以上である事業

一時堆積事業 ：他の場所への搬出を目的として土砂等の堆積を行う特定事業

【検討事項】

法令等や地目等の制約の有無を確認してください。

・法令等の制約の有無 （盛土規制法、農地法、森林法、文化財保護法等）

・地目等の制約の有無 （青地、赤道、水路、農地、山林等）

【全ての事業者が行うもの】

①土砂等の搬入の届出（16条） → 採取場所ごと、かつ5,000m3ごとに土砂等発生元証明書及び

計量証明書等を添付

②土砂等管理台帳の作成及び → 土砂等の搬入・搬出量等を記載する。

土砂等の量等の報告（17条） ６か月（一時堆積事業は３か月）ごとに当該６か月（３か月）を

経過した日から２週間以内（完了時等はその届出時）

③水質検査等の実施及び結果報告（18条） → ６か月（一時堆積事業は３か月）ごとに当該６か月（３か月）を

経過した日から２週間以内

④関係書類の縦覧（19条）

⑤標識の掲示等（20条）

【必要に応じて行うもの】

①事前変更届出（11条１項） → 特定事業の計画の変更（軽微な変更を除く）をする場合、事前に届出

②事後変更届出（11条３項） → 氏名・住所、土砂等の量等の軽微な変更については、変更後、遅滞なく届出

特定事業の完了
完了の届出（21条１項）

＋

土砂等の量等の報告（17条２項）

水質検査等の実施及び結果報告（21条２項）

特定事業の届出は事業開始の14日前までに行う必要があります。

他法令の許可申請等の手続と並行して、県環境森林（管理）事務所 環境対策課に

特定事業の相談をお願いします。


